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学位論文題名

水素輸送システムのエクセルギー効率及び評価方法に関する研究
(Study on Exergy Efficiency of Hydrogen Transportation System and Evaluation Method)

　近年世界各国で水素が主要なエネルギー源の一つとして導入されつつある。我が国でも水素供
給インフラの開発が、内閣府が創設した戦略的イノベーション推進プログラム (SIP)第 1期のエネ
ルギーキャリア研究開発計画に基づく支援の下に進められた。その中で水素の長距離輸送・大規模
貯蔵の形態として、有機ハイドライド、アンモニア及び液体水素が開発を推進すべき主要な水素
キャリアと位置付けられている。本研究はそうした重要性を持つ水素キャリアの製造、輸送および
貯蔵段階で損失するエクセルギーを算定し、水素輸送システムの効率評価方法を提示した。さら
に 2018年度には国家研究開発プロジェクトである未来社会創造事業の新規大規模プロジェクト型
テーマの一つとして「未来社会に必要な磁気冷凍技術による革新的水素液化システムの開発」が採
択されたが、これにより新たに開発される技術の成否を判断する方法としての水素液化サイクルの
効率評価手法の重要性が一層高まった。
　第 2章においては、状態量であるエクセルギーの変化および水素キャリアやその原料に出入りす
る熱および仕事からシステム全体のエクセルギー損失を求めることができることに着目し、汎用的
に適用可能な評価方法を構築した。エクセルギーは、「ある系が環境と平衡になるまでになすこと
ができる最大の仕事」であるので、環境の中で安定的な状態で輸送されなければならない水素キャ
リアのエネルギー効率を評価する指標として適切であると考えられる。本研究では代表的な水素
キャリアのうち、有機ハイドライドおよびアンモニアについては化学反応の条件を設定し、状態量
を算出した。直観的にも予想できることではあるが、反応条件が高温・高圧であれば外部から与え
るエクセルギーは大きくなり、生成物の内部エネルギーが小さければ反応の過程で放出されるエク
セルギーは大きくなり回収利用する可能性が高くなる。本研究では高温排熱や高圧気体から熱・仕
事を回収することによるエクセルギー効率の改善の評価も行った。
　評価対象としたプロセスはキャリア種別によってエクセルギー効率に差が生じるプロセス、すな
わち製造のための化学的変化及び物理的変化、輸送・貯蔵過程におけるボイルオフ及び長距離輸送
のための燃料消費である。また各種キャリアに共通するが、燃料電池自動車への配送・充填の形態
として一般的な圧縮水素を製造する際の圧縮仕事は回収されていないのでエクセルギー損失として
評価した。その結果、水素の化学エクセルギーに対する比が約 17%と無視できないほど大きいこ
とが示された。
　化学的変化プロセスにおけるエクセルギー損失量は、顕在するエネルギー状態の反応前後におけ
る差、すなわち原料を反応条件 (温度及び圧力)に整えるために必要な加熱量及び圧縮仕事のエク
セルギーと生成物から回収することが可能なエクセルギーとの差から求めた。物理的変化プロセス
におけるエクセルギー損失量は、正味圧縮・膨張仕事から求めた。しかし、実際には熱・圧力発生
の場の近傍にそれらを需要するプロセスがなければ利用できない。そこでエクセルギーを回収しな
い場合の損失を「第一のエクセルギー損失」、同じサブシステム内での回収利用により損失量が軽
減可能な場合の損失を「第二のエクセルギー損失」、同じサブシステム内では回収利用できないが
生成物の状態として蓄積されて別の方法で回収できる可能性のある量を差し引いた損失を「第三の
エクセルギー損失」として、それぞれに対応する効率を評価した。例えば高温排熱に対し需要側の
要求温度が低ければカルノー効率が低く、効率改善は小さくなる。今後より効率的な反応条件や回



収・利用方法を見出すことができれば、同じ方法で評価し直すことは難しくない。さらに化学反応
の種類によらず、温度及び圧力を特定できれば、他の形態のキャリアであっても同じ方法で評価す
ることができるので、提示した手法は汎用的に用いられる評価方法となり得る。気体水素から液体
水素を製造する方法は、化学反応ではなく熱交換および圧力操作であるので定めるべき条件は有機
ハイドライドおよびアンモニアとは異なる。しかし、状態量および出入りする熱および仕事からシ
ステム全体のエクセルギー損失を求めるという点は同じである。
　長距離輸送のためのタンカー燃料消費はエクセルギー損失となるが、用いるタンカーのサイズと
キャリアごとに異なる水素含有割合によって差が生じる。液体水素のボイルオフは、理論上は利用
可能であるが実際には全量を有効利用することは困難であるためエクセルギー損失とみなした。液
体水素の冷熱エクセルギーは、「第二のエクセルギー損失」においては理論上利用可能とみなし損
失から差し引いた。
　第 3章で提示したエクセルギー効率評価用モデルは、ブレイトンサイクルの一種であるリンデサ
イクルに膨張タービンを加えたクロウドサイクルを最終的な液化の工程とするものである。液化サ
イクルのみで構築するのがリンデサイクルおよびクロウドサイクルであるが、多段冷凍サイクルが
より効率的であると考え、次段にヘリウム、水素、またはネオンを冷媒とするサイクルを、3段目
に窒素を冷媒とするサイクルを、最終段には LNGを冷媒とするサイクルを置いた。最適条件を発
見するために効率を連続的に変化させるパラメータとして、ジュールトムソン膨張プロセスでの液
化率 (λ)や及び冷却途中の気体を分流する割合 (e)を候補とした。液体水素 1molを生成する全冷
熱要求量 Htotal req. 及び所要仕事量 Wcum. は、モデルのシミュレーションにより求めたそれぞれ 1
サイクルあたりの正味冷熱量 Hnet@cycle の総計または 1サイクルあたりの正味仕事量 Wcum. の総計
に所要サイクル数 1/((1-e)λ)を乗じたものである。
　
　　　　　 Htotal req. = 1/((1-e)λ)ΣHnet@cycle

　　　　　 Wcum. = 1/((1-e)λ)ΣWnet@cycle

　
　 eを連続的に変化させて Htotal req. と Wcum. の値の変化を見るとトレードオフの関係になる。す
なわち、eに関しては熱または仕事の要求量に関して最適値を求めることができた。なお、多段の
場合にクロウドサイクルよりも高い効率を実現できることも示され、条件によってはクロウドサイ
クルの実用性が認められる領域もあることもわかった。さらに 2段目サイクルに用いる冷媒の比較
では、ヘリウムと水素の効率がネオンの効率を上回るが条件によってはその差が小さい範囲が存在
する。比重の大きいネオンまたはネリウム (ネオンとヘリウムの混合物)を冷媒として用いると膨
張タービンの回転には有利とされているが、この結果はネリウム等を活用するための条件を設定で
きることを示唆するものである。評価対象としたモデルは気体冷凍サイクルの組合せであったが、
磁気冷凍等他のタイプのサイクルであっても用いる状態量の種類は同じなので同様の評価は可能で
ある。先述の通り、磁気冷凍による水素液化技術も本格的に研究されることになったが、液体水素
圧縮、高速膨張タービン、圧縮・膨張器ネットワーク効率化等の極低温域の圧力操作に関しても新
たな研究が行われていることもあり、本研究で提案した評価方法が多様な液化方法間の競争を促し
水素エネルギーの社会実装への一助になることが期待される。
　これを要するに、著者は水素輸送システムのエクセルギー効率及び評価方法を理論的に考察し、
新たな知見を得ている。得られた成果は我国の将来の水素エネルギー戦略上工学的に有意義な基
礎的データである。よって著者は、北海道大学博士 (工学) の学位を授与される資格あるものと認
める。


